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プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関する 

ワーキンググループ（第４回） 

 

 

【宍戸主査】  それでは定刻となりましたので、ただいまからプラットフォームサービ

スに関する研究会、プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関するワーキ

ンググループの第４回の会合を開催いたします。 

 本日も皆様、お忙しいところお集まりいただき誠にありがとうございます。 

 本日の会議につきましても、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、構成員及び傍聴

は、ウェブ会議システムによって実施させていただいております。 

 それでは事務局より、ウェブ開催に関する注意事項について御案内がございますので、

よろしくお願いいたします。 

【丸山消費者行政第二課課長補佐】  事務局、総務省消費者行政第二課の丸山でござい

ます。 

 ウェブ開催に関する注意事項を幾つか御案内させていただきます。 

 まず、本日の会合の傍聴者につきましては、ウェブ会議システムによる音声のみでの傍

聴とさせていただいております。このため、構成員の方々につきましては、御発言に当た

っては、お名前を必ず冒頭に言及いただきますようお願いいたします。 

 ハウリングや雑音混入防止のため、発言時以外は、マイクをミュート、オフにして、映

像もオフにしていただきますようお願いいたします。御発言を希望される際には、事前に

チャット欄に発言したい旨を書き込んでいただくようお願いいたします。それを見て、主

査から発言者を指名いただく方式で進めさせていただきます。発言する際には、マイクを

オンにして、映像もオンにして御発言ください。発言が終わりましたら、いずれもオフに

戻してください。 

 接続に不具合がある場合は、速やかに再接続を試していただきますようお願いいたしま

す。 

 その他、チャット機能で、随時事務局や主査宛てに連絡をいただければ、対応させてい

ただきます。 

 本日の資料は、本体資料が資料１から資料４まで、参考資料が１から６までとなります。 

 注意事項は、以上となります。 
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 なお、本日、石井構成員及び新保構成員は御欠席となります。また、小林構成員は11時

までの御参加となります。 

 それでは、これ以降の議事進行は、宍戸主査にお願いしたいと存じます。 

 宍戸主査、よろしくお願いいたします。 

【宍戸主査】  承知いたしました。 

 最初に、参考資料６、本ワーキンググループの開催要綱を御覧ください。 

 今回より、デジタル市場競争本部事務局様にオブザーバーとして御参加いただくことに

なりました。皆様、御承知のとおり、デジタル広告市場の競争評価の最終報告が、本年４

月に発表されております。皆様のお手元で申しますと、参考資料４及び５でございます。

そちらの課題⑩パーソナルデータの取得・利用に係る懸念の対応については、電気通信事

業における個人情報保護に関するガイドラインなどの見直しにより対応する、ということ

とされております。つきましては、デジタル市場競争本部事務局の安東参事官様より、一

言お願いいたします。 

【安東参事官】  宍戸主査、ありがとうございます。デジタル市場競争本部事務局参事

官の安東と申します。以後、よろしくお願いします。 

 この御案内のとおり、４月のデジタル広告市場の競争評価最終報告におきまして、利用

者保護の観点から、現在総務省において見直しを進めていただいております、JIAAとの連

携もうたわれております。 

 この最終報告を作るに当たりましては、デジタルワーキングという場を回しておりまし

たが、そのワーキングには、こちらのワーキングにも参画されております生貝構成員がメ

ンバーとして参画いただいております。また、パーソナルデータに関する議題においては、

小林構成員、森構成員にも、随時、御参画いただいておりました。加えて、検討の過程に

おきましては、今日、御参加されております構成員の方々のうち多くの方々にお話を個別

に伺いながら、検討を重ねてきたところでございます。 

 政府内閣官房デジタル事務局といたしましては、この最終報告の実現に向けて、総務省

をはじめとして、関係省庁としっかり連携をしてまいりたいと思っておりますので、本日

以降、どうぞよろしくお願いいたします。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に入ります。 

 本日は、まず事業者ヒアリングとして、LINE様から利用者情報の取扱いに関する取組に
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ついて御発表をいただき、質疑、応答を行います。続いて、資料２に基づき、日本総合研

究所様から、スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者情報の取扱いに係る調

査・分析について、さらに森構成員から、資料３に基づき、利用者端末情報等に関する規

制の方向性について御発表いただき、まとめて質疑応答を行います。 

 その後、事務局より資料４、プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱いに関

する主な論点について御説明いただき、質疑応答を行います。 

 最後に全体を通じた自由討議として、構成員の皆様から御意見等をいただきたいと思っ

ております。どうしてもこの会合は論点が多く、また、論客ぞろいでございますので、毎

回、私の議事進行の不手際がございますが、どうぞ進行の御協力のほど、よろしくお願い

をいたします。 

 それでは、議事１、事業者ヒアリングでございます。御説明については、必ず15分以内

でお願いいたします。事務局によるタイムキープを導入しておりますので、10分時点と13

分経過の時点で、チャット欄にて合図をさせていただきます。 

 それでは、LINE株式会社、関原様より、御説明のほどよろしくお願いいたします。 

【関原氏】  LINEの関原でございます。それでは、15分以内ということでしたので、早

速、説明を始めさせていただきます。私は、プライバシー戦略チームに所属しておりまし

て、私から利用者情報の取扱いについて説明させていただきます。 

 まず、本日、説明させていただきます内容は６点ございます。まず１点目、LINEについ

て説明させていただいた上で、プライバシーポリシー、利用者情報の取扱い、その後、外

部とのデータ連携、そして、５点目でプライバシー・インパクト・アセスメント、最後に

透明性レポートについて説明させていただきます。 

 まず、LINEについて、説明させていただきます。４ページ目を御覧ください。

「CLOSING THE DISTANCE」ということで、世界中の人と人、人と情報・サービスとの距離

を縮めるということを当社のミッションとして、サービスを提供させていただいていると

ころでございます。 

 ５ページ目を御覧ください。当社では、様々なサービスですとか、アプリを提供してお

ります。主なアプリといたしましては、メッセンジャーアプリを提供しておりまして、

LINEアプリというものを提供しているところでございます。具体的には、ユーザー同士で

あれば無料で音声通話ですとか、ビデオ通話、あとはメッセージチャットを楽しむことが

できるコミュニケーションアプリを提供しているところでございます。 
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 2021年３月末時点は、月間のアクティブユーザーとして、8,800万人のユーザーがおら

れるところでございます。 

 続きまして、プライバシーポリシーについて説明させていただきます。７ページ目のほ

うを御覧ください。当社では、パーソナルデータの取扱いにつきましては、LINEプライバ

シーポリシーに規定しておりまして、そちらのプライバシーポリシーを公表しているとこ

ろでございます。また、個別サービスや機能ごとに、別途のポリシー規約を策定している

場合もございます。 

 LINEプライバシーポリシーにつきましては、全てのユーザーの皆様からLINEアプリの開

設時に、同意を取得しているところでございます。またオプション、つまり、ユーザーの

任意の同意に基づきまして、例えば、通信の秘密の同意ですとか、位置情報の利用に関す

る同意、Beaconの同意、あとは個別のサービス・機能につきまして、利用されるお客様か

ら同意を取得する場合もございます。 

 ８ページ目を御覧ください。こちらが、LINEプライバシーポリシーの同意の動線になっ

ております。具体的には、LINEアプリを登録するときに、LINEプライバシーポリシーを掲

載した上で、同意を取得しているところでございます。下の方に同意フローの画面を３つ

掲載しておりまして、LINEの利用規約ですとか、プライバシーポリシーのリンクを掲載し、

内容を確認していただいた上で、登録フローに進むということになっております。真ん中

の画面で電話番号を入力いたしますと、下の矢印のボタンがタップ可能になりまして、こ

ちらをタップして電話番号を送信することによって、同意を取得するというフローを作っ

て、同意を取得しているところでございます。 

 ９ページ目を御覧ください。こちらが、LINEプライバシーポリシーの概要になっており

ます。LINEプライバシーポリシーにつきましては、LINEに登録する前ですとか、あとは登

録後につきましても、いつでも内容を確認することが可能です。具体的には、当社のウェ

ブサイトでも公表しておりますし、LINEアプリ内からも、LINEプライバシーポリシーの内

容を確認できる動線を設けているところでございます。 

 左側のほうに、LINEプライバシーポリシーの目次の概要を記載しておりまして、例えば、

取得するパーソナルデータの種類ですとか、パーソナルデータの利用目的、あとは、どう

いったところに提供するか、そういった内容をプライバシーポリシーに記載し、公表して

いるところでございます。 

 また、プライバシーポリシーの変更時の画面が、こちらになっております。当社では、
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プライバシーポリシーに変更があった場合には、ウェブサイトなどで公表しているところ

でございます。また、必要に応じて、再同意や周知も実施しているところでございます。

下の左側の画面が、再同意を取得するときの画面になっておりまして、こちらはポップア

ップで、例えば、LINEアプリを起動したタイミングで、ポップアップで再同意の通知を行

って、同意を取得する場合がございます。 

 また、同意以外にも重要な変更を行った場合などにつきましては、プライバシーポリシ

ーに関する周知を行っているところでございます。右下の画面のように、LINEアプリ内の

バナー広告などで、プライバシーポリシーの変更について周知を行う場合もございます。 

 11ページ目を御覧ください。こちらが、プライバシーセンターの内容になっております。

プライバシーポリシーにつきましては、内容もかなり長いですし、読んでいただけないユ

ーザーの皆様もおられますので、プライバシーポリシーの内容を分かりやすく簡潔に説明

した、プライバシーセンターというものを設けているところでございます。こちらの中で、

プライバシーポリシーのポイントですとか、あとは問合せ窓口などについて、掲載をして

いるところでございます。 

 続きまして、12ページ目を御覧ください。こちらが、プライバシーポリシー以外のデー

タ取得ですとか、利用に関する同意の参考例を挙げさせていただきました。当社ではプラ

イバシーポリシー以外にも、個別のサービスですとか機能を利用する場合に、同意を取得

する場合がございます。例えば、こちらを一つの例として挙げさせていただきましたが、

コミュニケーション関連情報、通信の秘密に関する同意も取得する場合がございまして、

こういった２画面構成で、真ん中の１段階目のレイヤーですと、簡潔にポイントを示した

内容を説明させていただいた上で、詳細を確認する場合には、右のほうに詳細な画面に遷

移できるように作らせていただいているところでございます。 

 また、こちらはオプトアウトも可能でして、左の画面で、例えば、通信の秘密に関する

同意のオプトアウトですとか、あとは位置情報の取得の許可ということで、位置情報の提

供につきましても、オプトイン・オプトアウトが、いつでもLINEアプリ内で可能という形

にさせていただいているところでございます。 

 続きまして、利用者情報の取扱いについて説明させていただきます。14ページ目を御覧

ください。こちらが、取得する利用者情報の概要になっております。取得する利用者情報

の詳細につきましては、当社のプライバシーポリシーに掲載・公表させていただいている

ところでございます。 
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 主なものといたしましては、例えば、利用者から直接御提供いただく情報といたしまし

て、LINEアプリの登録時に電話番号を取得しておりますので、電話番号ですとか、あとは

ユーザーの皆様がアプリ内で利用されるプロフィールネーム、これは実名とは異なる名前

を設定することも可能なのですが、ニックネームみたいなものを設定したりですとか、あ

とは自由にアイコン画像を設定することが可能でして、こちらについては、LINEで取得し

ているところでございます。また、サービスの利用に当たっても、情報を取得させていた

だいておりまして、例えば、スタンプの購入履歴、お客様がアプリを起動した場合の利用

日時、お客様の接続元のIPアドレス、こういった情報をサービスの利用に当たりまして、

取得させていただいているところでございます。 

 続きまして、取得した情報の利用の概要について説明させていただきます。15ページ目

を御覧ください。当社では、大きく分けまして３つの用途で利用者情報を利用していると

ころでございます。１点目が、サービスの提供改善・開発、２点目がサービスのセキュリ

ティー・不正利用の防止、３点目が、パーソナライズ、広告配信のために、情報を利用し

ているところでございます。 

 例えば、１点目のサービス提供につきましては、アプリのログイン時の認証ですとか、

あとは当然、メッセージを送信するためにも、パーソナルデータを利用しているところで

ございます。あとは、サービスを利用しているユーザー数を把握するために、統計データ

を作成したりですとか、あとは新企画を立案するために、個人情報を利用しているところ

でございます。 

 また、配送のためにお客様から御住所をいただいて、商品の配送なども行っているとこ

ろでございます。 

 また、セキュリティーですとか、不正利用の防止にも利用させていただいておりまして、

例えば、公開されているコンテンツのモニタリング、投稿されたコンテンツにつきまして

は、お客様の個人情報と紐づいておりますので、個人情報に当たると考えておりまして、

そういったコンテンツのモニタリングですとか、あとは違法な投稿が行われた場合につき

まして、ペナルティーを科すときに、アビューザーを特定するために個人情報を利用して

おりますので、セキュリティーですとか不正利用の防止のために、パーソナルデータを利

用しているところでございます。 

 また、後ほど御説明させていただきますが、お客様のデータを利用いたしまして最適化

した広告配信ですとか、最適化したコンテンツの配信、パーソナライズのために情報を利
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用しているところでございます。 

 16ページ目を御覧ください。広告ビジネスのほうでも、利用者情報を利用しているとこ

ろでございます。当社では、利用者情報を活用して最適化した広告配信を行っております。

例えば、ユーザーの皆様のパーソナルデータ、年代ですとか、性別ですとか、あとは購入

履歴などを基に、どういったものに興味・関心を持たれているか。あとは、位置情報です

が、お客様から明確な同意を取得した場合には、位置情報などを利用いたしまして、最適

化した広告を配信しているところでございます。 

 続きまして、外部とのデータ連携について説明させていただきます。18ページ目のほう

を御覧ください。外部連携の際のユーザーコミュニケーションについて、説明させていた

だきます。当社では、パーソナルデータを第三者提供、つまり外部連携する際には、アイ

コンなどを利用して提供先の第三者を、分かりやすく表示するように努めているところで

ございます。 

 こちらの画面で、こちらは当社の関係会社になりますが、真ん中のほうの画面で、アイ

コンですとか、提供者ということで、LINE CONOMI株式会社という表示をして、提供先がど

こなのかということを分かりやすく表示させていただいているところでございます。文字

だけだと、なかなか分かりづらいところがございますので、アイコンも表示することによ

って、ユーザーの皆様に、どこにデータが提供されるのかということを分かりやすく説明

するようにしているところでございます。 

 また、下のほうで提供する情報も列挙させていただいておりまして、例えば、プロフィ

ール情報ということで、名前ですとかプロフィール画像、そういったものが第三者提供さ

れるということを、分かりやすく提供情報を記載した上で、下の許可するボタンを押して

いただくことで、第三者提供の同意を取得するように努めているとことでございます。 

 19ページ目を御覧ください。こちらが外部連携の解除、つまり、第三者提供の解除の画

面でございます。当社では、LINEアプリ内の設定から、簡単に外部のアプリとの連携を解

除することが可能になっております。一番下が設定画面になっておりまして、こちらの連

動アプリというところをタップしていただきますと、連携、つまり個人情報の第三者提供

を行っているアプリ一覧が表示されまして、こちらから連携を解除したいアプリを選択し

ていただき、連動解除していただきますと、第三者提供が停止される仕組みを取っている

ところでございます。 

 20ページ目を御覧ください。こちらが、連携したデータの保護についてのスライドにな
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ります。当社では、提供したユーザーデータを保護するために契約の連携先、先ほどの画

面では、第三者提供を行ったアプリを提供しているプロバイダーの企業と、契約を締結し

ているところでございます。LINEユーザーデータポリシーという契約になっておりまして、

こちらの中で、第三者提供した情報の目的外利用の禁止ですとか、提供の禁止、あとは、

お客様がサービスの利用を終了した場合の情報の削除といった、ユーザーの皆様の情報を

保護するための条項を設けまして、こういった契約を締結することによって、第三者提供

したデータを保護しているところでございます。 

 21ページ目、こちらは、プライバシー・インパクト・アセスメントの説明をさせていた

だければと思います。 

 22ページ目を御覧ください。当社ではプライバシー・インパクト・アセスメント、プラ

イバシー影響評価を導入させていただいているところでございます。具体的には、サービ

ス開発への影響を低減化しながらプライバシーの保護を図るために、なるべく早い段階、

つまり開発を始める前の企画段階でレビューの依頼をいただきまして、データのライフサ

イクルに沿って、サービスのプライバシーへの影響、あとは通信の秘密、個人情報保護法

等といった法律に関する適法性をレビューしているところでございます。 

 最後に透明性レポートについて、説明させていただければと思います。スライド24ペー

ジ目を御覧ください。こちらは、第三者提供と関連するのですが、当社では、捜査機関へ

のユーザーの情報の開示状況につきましては、透明性レポートというものを公表している

ところでございます。 

 私からの説明は、以上になります。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。それでは、ただいまの御説明について、質問

やコメントのある方は、チャット欄で私にお知らせいただければと思います。いかがでご

ざいましょうか。佐藤先生、お願いいたします。 

【佐藤構成員】  どうも、佐藤でございます。すみません、今日は手短にと言いたいと

ころなんですけれども、ちょっとお伺いしたいことは、取りあえず細かいことを最初に質

問させてください。 

 大変丁寧にプライバシーポリシーなどを御用意されていると思うところなんですけれど

も、ちょっと伺いたいのは、これはLINE様というよりは、ちょっと全体に関わるので、こ

の質問をしているんですけれども、例えば、位置情報を例に取ると、御社のプライバシー

レポートを、今伺いながら拝見していたんですけれども、お客様の端末の設定で、位置情
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報の送信を許可していない場合には、位置情報は送信されませんとあります。これって多

分、GPSまたはOSの機能設定を前提に書かれていると思います。利用者が、このプライバ

シーポリシーに従って位置情報の取得を止めたとしても、Beaconから位置情報を取得され

るケースであったり、店舗でQR決済をすれば、それで位置情報が取得できるという形にな

ります。 

 今、位置情報が分かりやすいので位置情報を取り上げましたが、何て言いましょうか、

御社に限らないわけですけれども、既存のプライバシーポリシーというのが、GPSなどの

端末側のセンシング機能であったり、OSの機能とセットで書かれていることが多いんです

けれども、現実的には、こういった情報というのが、直接的なセンサーとかOSの機能だけ

ではなくて、プロファイリングを含めて間接的な機能で取得できる方法が、いろいろ出て

きてしまっている状況です。 

 質問は、ある種、実態との齟齬が出てきている状況で、LINE様としては、引き続き現状

のプライバシーポリシー、位置情報の記述が一番いい例なんですけれども、直接的な取得

を想定した書き方でいいとお考えなのでしょうかということです。 

 なお、ちょっと一点を付け加えさせていただきたいんですけれども、御社のBeaconの規

約に関しては、ちょっと一部読み上げますけれども、「公式アカウントの運営者が、信号

の受信を確認できないようにするには云々」という記載があって、すごく分かりにくい表

現をされていますし、結局、公式アカウントの運営者以外、例えば、御社によるBeaconの

受信が止められるかどうかよく分からない規約になっていて、そういった点もちょっと一

点、御考慮いただければ幸いかなと思っています。 

 以上でございます。 

【宍戸主査】  それでは、関原様、お願いできますでしょうか。 

【関原氏】  今の御質問については、規約とかBeaconとかが分かりづらいという御質問

でよろしいでしょうか。 

【佐藤構成員】  Beaconの規約は、多分ちょっと明らかに分かりにくいので、それはも

う御社で御検討いただければ結構なんですけれども、こちらとしては、結局、OSの機能と

か、端末のセンサーの機能以外の方法で情報が取得できる。例えば、位置情報でもそうで

すけれども、別にGPSを止めたところでQR決済の情報からも取得できますし、Beaconから

も取得できるかもしれない。なので、今のプライバシーポリシーの書き方だと、多分、ユ

ーザーは位置情報の止め方が書いてあるのでそれに従っても、ほかの方法で御社は取得し
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ようと思えば取得できる状況で、それがプライバシーポリシーの書き方として良いのかと

いうことを伺っています。 

【関原氏】  分かりました。おっしゃるとおりで、例えば、Beaconにつきましては、

Beaconに関する情報を取得させていただいております。それは、Beaconの同意をオンにし

たユーザーの皆様の情報を取得しておりますし、あとは決済、Payのような決済をした場

合には、決済のところで位置情報は取得していないですが、決済に関する、例えば、どの

店舗で決済を行ったかという情報は取得する場合がございます。 

 それにつきましては、一部分かりづらいところはございますが、例えば、決済につきま

しては、ユーザーの皆様で、ここの店舗で決済したという認識はあるのかなとは考えてお

りまして、少なくともユーザーの皆様に、そういった決済に関する情報を取得していると

いうところは、説明できているのではないかとは考えております。 

 Beaconですとか位置情報につきましても、位置情報、Beaconをオンにする場合には、オ

ンにするかどうかですとか、位置情報をオンにするときにも、通知は行っているところで

すが、ただ、規約の内容につきまして、ちょっと分かりづらいところがあったかもしれま

せんので、そちらについては、社内に持ち帰らせていただいて、検討させていただければ

と思います。 

【佐藤構成員】  ユーザーは、プロファイリングに関しては、なかなか想像が及ばない

ところなので、それを含めて包括的な書き方をされると、よろしいのではないかと思いま

す。 

 以上でございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは次に、太田構成員、お願いいたします。

太田構成員、声が入っていないです。すみません、順番を入れ替えさせていただいて、チ

ャレンジしていてください。 

 それでは、山本先生、お願いします。 

【山本主査代理】  山本です。どうもよろしくお願いします。私のほうからは２点なの

ですが、１点は、パーソナライズ、あるいは広告配信のためにデータを利用しているとい

うお話だったかと思うんですけれども、このセグメント、その粒度というのが、どれぐら

いのものなのかということについて、もし差し障りなければ教えていただきたい。あるい

はプロファイリングについて、こういったことは意識的にやめている、こういうセグメン

ト化というのはやめているとか、そういった注意している事項があれば、教えていただけ
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ればと思います。セグメントの粒度。どれぐらい細かくセグメントを切っているのかどう

か。あるいはそこで、やらないようにしているプロファイリングはあるかということです。 

 もう一点は、それをLINEニュースがあると思うんですけれども、ニュースの配信に利用

しているかどうかというところについても、伺えればと思います。 

 すみません、よろしくお願いいたします。 

【宍戸主査】  関原さん、お願いいたします。 

【関原氏】  ２点、御質問いただきまして、まず１点目のセグメントの御質問について

なんですけれども、ちょっと多少不正確かもしれないですが、イメージとしては、例えば、

ファッションが好きですとか、あとは車が好きみたいな、その程度の興味、関心の粒度を

想定していただければいいのかなと思っています。それに加えて、ユーザーの皆様の年代

ですとか性別を掛け合わせたものが、例えば、広告配信のセグメントの粒度なのかなと考

えております。ですから、例えば、ファッションが好きな30代の男性ですとか、車が好き

な40代の女性とか、その程度のセグメントの粒度を想定していただければいいのかなとは

考えております。 

 ２点目の、当社のほうでプロファイリングといいますか、こういった推定を行わないと

いうものについては、一応、ルールはございまして、ユーザーの皆様の健康情報を推知し

たりですとか、あとは政治的な信条を推知したりですとか、宗教的なもの、つまり機微情

報みたいなものを推定するようなプロファイリングですとか、推定を行わないルールとな

っております。あとは、プライバシー・インパクト・アセスメントを行っておりまして、

セグメントについても、そちらを確認しておりまして、ユーザーの皆様の機微情報につい

ては推知しないというルール以外に、不利益を及ぼさないような内容になっているかどう

かというところも、確認しているところでございます。 

 ３点目のLINEニュースの配信につきましては、手元のほうで正確な情報がございません

ので、そちらは確認させていただいた上で、回答させていただければと思います。 

 私からは、以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。そのようにお願いいたします。それでは、小林

構成員、お願いします。 

【小林構成員】  小林です。佐藤先生の御質問とちょっとかぶるんですけれども、位置

情報について、御質問させていただきます。 

 御説明の中で、明確な同意を取って位置情報について活用されているということで、私
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もよく多用しているので、そういうのはよく感じているところではあるのですが、LINE様

の言う、位置情報という分類の中に入るものが、まずどんなものがあるのかというのを教

えていただきたい。これは、GPS情報だったり、Beacon情報だったり、または先ほどあっ

た店舗での決済情報、これも位置情報として社内ではクラシファイして使われているのか

どうか。 

 位置情報と皆さんはやはり一口に言っても、いろんなものが含まれて、これは使い方、

またセンシティビティーも全く異なるものなので、LINEさんは通信キャリアではないんで

すけれども、通信キャリアさんも非常にここの部分については、お悩みになっているよう

に伺っています。メッセージングアプリの日本の代表するアプリであるLINE様が、ここの

位置情報というのを、どのように捉えられているのかというのを教えていただきたいのと、

あとそれについてこの場で、今後、多分、位置情報について議論することが想定されてい

るんですけれども、もし位置情報の規律について御要望みたいなものがあったら、伺えた

らいいなと思いました。 

 以上でございます。 

【宍戸主査】  お願いいたします。 

【関原氏】  LINEの関原でございます。まず、１点目の位置情報は、どういったものを

取得したりですとか、どのように捉えているかというところなんですけど、LINE側で取得

している位置情報は、基本的にはGPS位置情報となっております。確かに御指摘されたと

おり、例えば、Payの決済履歴ですとか、Beaconの情報については、位置情報と変わるか

というとそんなに変わらないのかなとは思っていまして、例えば、決済履歴でしたら、こ

この店舗で決済を行ったという情報も分かることがありますし、Beaconであれば、そうい

った情報も分かるので、位置情報と変わるかというと実質的には変わらない部分もあるか

なと思います。ただ、当社では、Payの決済履歴は、位置情報に入るかというとそういう

わけではないのですが、ただ、そういったGPS位置情報ですとか、あとはBeaconの情報と

いったものは、安全に管理はしているところでございます。 

 規律につきましては、ちょっとなかなか私のほうでは、ちょっと今は回答を持ち合わせ

ていないところなの、ちょっと私からは、回答のほうは差し控えさせていただければと思

います。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは、太田構成員、いかがですか。 
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【太田構成員】  御説明ありがとうございます。資料の14ページなんですけれども、今、

LINEとして取得する利用者情報ということで、利用者から直接御提供いただく情報と、サ

ービス利用に当たり取得する情報の２種類となっているんですけれども、実際には、LINE

さんが直接利用者から、登録する情報であったりとか、サービスを利用している情報以外

にも、例えば、LINE広告のリターゲティングタグが広告サイトに張られていて、LINEが情

報を取得している場合。もしくは広告主さんが、広告主が持っているメールアドレスや電

話番号を、LINE広告の管理画面からアップロードをして、LINEさんが取得する場合という

のもあると考えております。そういったところに関しての説明や、あとはLINEさんとして

の、そこら辺のお考えというか、どのように整理されているかというところをお聞きした

いと思います。 

 よろしくお願いします。 

【宍戸主査】  お願いします。 

【関原氏】  LINEの関原でございます。太田先生から御指摘がありましたとおり、こち

らに書かせていただきました、直接、御提供いただく情報ですとか、あとはサービス利用

に当たり取得する情報以外にも、当社以外の第三者から情報を取得する場合がございます。

そちらにつきましては、ポリシーのほうには書かせていただいているのですが、第三者か

ら取得するパーソナルデータということで、提供事業者から取得するパーソナルデータと、

あとはグループ会社から取得するパーソナルデータという項目を設けさせていただいてお

りまして、当社以外の第三者からも、そういったパーソナルデータを取得するということ

は、ポリシーでは説明させていただいているところでございます。 

 私からは、以上です。 

【太田構成員】  ありがとうございます。では、それらのLINEさんが、LINEさん以外の

広告主サイトや広告主から取得している情報としては、LINEさんとしても利用する情報と

して取得しているという理解でよろしいでしょうか。 

【関原氏】  LINEとしても、利用している場合はございます。 

【太田構成員】  ありがとうございます。承知いたしました。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。まだまだ、御質問があろうかと思いますが、す

みません、時間の関係で一回ここで切らせていただき、残った時間があったときに、また

御指名させていただければと思います。 
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 続いて、構成員等発表に移ります。 

 まず、株式会社日本総合研究所、小竹様より、資料２、スマートフォン上のアプリケー

ションにおける利用者情報の取扱いに係る調査・分析について、御説明をお願いいたしま

す。 

【小竹氏】  日本総合研究所の小竹でございます。それでは早速ですけれども、お時間

もございますので、スマートフォンプライバシーアウトルックⅧについて、御説明させて

いただきます。資料のほうは、見えておりますでしょうか。それでは、御説明させていた

だきます。 

 スマートフォンプライバシーアウトルックⅧに関しましては、「Ⅷ」とありますとおり、

毎年調査を実施しておりまして、2013年から調査を実施しております。毎年実施している

ものといたしましては、スマートフォンのアプリケーションがプライバシーポリシーを掲

載しているか、その記載内容がどういうものかというところと、プライバシーポリシーの

掲載に影響を及ぼすGoogle、Apple等のアプリマーケット運営事業者の動向というところ

を、毎年、定性調査しております。本日は、この２点を簡単に御説明した後に、今年度は

新しく、スマートフォンが出てから10年以上経ち、キャッシュレス化ですとか、各種証明

書をアプリに統合しようというような中で、やはりスマートフォンの取り扱う情報ですと

か、取得した後の取得経路が大きく変化しているんじゃないかというところで、そちらも

調査しておりますので、その内容を今日は中心に、御説明させていただければと思ってお

ります。 

 まずは、簡単に毎年実施している調査の結果を御報告させていただきます。アプリケー

ションのプライバシーポリシー調査といいますのは、国内の人気アプリと、新着アプリ、

Android、iOSごとに、それぞれ調査を実施しているものになっております。 

 基本的な調査項目は、大きくこの上の２つになっておりまして、プライバシーポリシー

が掲載されているか、掲載されていた場合に、そこの内容、項目が総務省様のガイドライ

ンに定められた８項目が、しっかり記載されているかというところを主に調査しているも

のになっております。 

 まず、人気アプリの調査結果なんですけれども、こちらは大きく昨年度から変化はない

状況になっております。プラポリの掲載率は、Android、iOSともに100％に近い形になっ

ておりますし、少しページは飛びますが、中身にきちんと項目が網羅されているかという

ところも、昨年度から大きな変化はなく、特に重要とされるような提供者名ですとか、取
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得項目ですとか、利用目的、あとは第三者提供の有無等は、しっかりと書かれている状況

になっております。 

 一方、大きく変化があったのが、新着アプリのほうになっております。新着アプリの場

合は、Androidの新着アプリのプラポリの掲載率が、大きく下がったと。昨年度は90％ぐ

らいあったんですけれども、そちらが60％台まで下がったという形になっております。多

分これは、Google Playの何かしらのポリシー変更があったと推測されるんですけれども、

少し公開情報ベースでは、そういう変更があったというところは発表されていないんです

けれども、何かしら審査が緩くなったのか、一切パーミッションを取得しないようなアプ

リは、プラポリを掲載しなくてもいいというような内部のルール変更があったのかという

ことが推測されます。 

 ２つ目の大きな新着アプリの変化が、各項目の記載率が、一部大幅に下がっている。こ

れはAndroid、iOSともに同じ動きが見られるんですけれども、特にアプリケーションの提

供者名ですとか、問合せ窓口、あとは変更手続等を書いてあるプラポリが、大きく減った

という形になっております。この要因といたしましては、Google、Appleが、プラポリの

掲載を義務化した結果、取りあえずそれに通るためだけに、ずさんなプラポリといいます

か、提供者名ですとか、アプリ名を具体的に書かずに、全部、代名詞「we」ですとか、

「ourアプリ」ですとか、そういうような汎用的なプラポリの文面が、多分ネットのどこ

かにあって、それをコピペしただけのプラポリを載せているような、個人の開発者が増加

したためと想定されますというところです。 

 以上が、主にアプリ調査のポイントになっておりまして、総括のところで、最後のとこ

ろですけれども、人気アプリは質も掲載率も高いんですけれども、新着アプリにおいて、

少しAndroidの掲載率の下落ですとか、一部の項目で記載率が減少しているというところ

で、少し質の低下が見られるのかなというところになっております。 

 次にちょっと飛びまして、アプリマーケット運営事業者の取組というところなんですけ

れども、基本的には、Google、Appleともに、Android、iOSのバージョンを上げるたびに、

プライバシー関連の機能は強化されているというところになっております。 

 一つ新しい取組としては、Appleが、App Storeのアプリ紹介ページに、アイコンでどう

いう情報が取られて、それが何のために使用されるのかというところを分類して、表示す

るようになっております。これはアプリ提供者に、アプリの更新ですとか、新しく出すと

きにその情報の提出を義務化して表示しているんですけれども、ただこれは開発者の自己
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申告で、米国の新聞社が調査した結果、数十のうち３分の１ぐらいは、プライバシーの提

出された内容と、実際のアプリの挙動が違っていたというような結果が見られるというと

ころで、まだまだこのあたりのところは、なかなかアプリの挙動を、全てApple側が把握

するというのは難しいとは思うんですけれども、課題も残っているのかなというところだ

と思っております。 

 最後に今年度、新しく調査をいたしました、スマートフォンの役割の変化といいますか、

そこについて御説明をさせていただきます。 

 この調査の方法といたしましては、まずは業種別に産業大分類をベースに、農業から

様々な業種でスマートフォンアプリがどう活用されているかという事例と、その事例から

取得する利用者情報の種類ですとか、その分析の方法に何か新しい変化がないかというと

ころですとか、利用者情報の取得の方法ですとか、取得した後の経路の何か新しい動きが

ないかというところを調査して、その中で共通的なトレンドというところを５つ抽出した

ものになっております。種類、活用の方法で２つ、取得方法、取得経路で３つの計５つに

なっておりまして、この後、それぞれ簡単に、どういうようなものかというところを、御

説明させていただきます。 

 まずは、機微情報のデジタル化・一元化の動きというところなんですけれども、こちら

は、もう既に総務省様のほうで、マイナンバーカードをスマートフォンアプリに統合する

というようなところを御検討されておりますけれども、韓国などでは、もう既に免許証を

スマートフォンアプリの中に入れるような実証実験がされていたりですとか、一部の学

校・会社では、社員証・学生証をアプリで代替するというような動きですとか、あとは、

学校・塾においても、子供の成績ですとか、プライバシー性の高い情報を共有するアプリ

を提供しているなど、これまでですと、どちらかというとスマートフォンはエンタメ周り

ですとか、あとは連絡帳というような情報はあったんですけれども、よりリアルな情報が

蓄積されつつあるというところ。仮に例えば、学校・塾の専用のアプリがあれば、どうい

うアプリが入っているかが分かれば、その方の子供がどういう学校に通われているかです

とか、その方自身が、どこの大学にいるかみたいなものも分かってしまう可能性はあると

思っております。あとは、米国のほうでは、AppleがiPhoneに、全ての医療情報・健康情

報を暗号化して保存し、それを一元的に管理するというような動きが出ているという形に

なっております。 

 次にデータ活用の高度化に関しましては、こちらは、AI、IoTですとか、ビッグデータ
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のものによりまして、これまでは取れなかったコミュニケーションベースのデータですと

か、そういうものも集めて推測、推定データとして使っているというところになっており

ます。やはりこの課題といたしましては、先ほどの議論でもありましたとおり、推定デー

タですと、なかなか利活用方法が分かりにくいというところが問題だと思っております。 

 次に取得方法、取得経路の変化というところの中で、異分野融合化の動きというところ

で、これまでは個別に提供されていたアプリが、１つのアプリの中でまとめて提供される

中で、交通事業者と小売店の間で情報共有がされたりですとか、電力事業者とヘルスケア

事業者の間で情報共有がされるという形で、１つのアプリの中で、いろいろな情報が取ら

れて共有されるというところで、やはりデータの直感的分かりにくさがあるというところ

になっております。 

 もう一つ、取得方法・取得経路の動きとして、スーパーアプリ化の動きというところで、

特にこれは中国で進んでいるんですけれども、WeChatペイ、アリペイのような、もうデフ

ァクトスタンダード化したアプリの上で、ミニアプリを提供するというような動きが一部

主流化しておりまして、こうしますと、端末からスマートスーパーアプリに行って、そこ

からさらにミニアプリに情報が行くという形で、情報の流通が非常に見えにくくなるとい

うところと、幾らGoogle、Appleがプライバシー保護をしたとしても、このWeChatペイ、

アリペイに情報が滞留し、そこからほかの事業者に、そこのプライバシー管理がしっかり

していないと、Google、Appleが幾ら厳しくしても、プライバシー保護の穴ができてしま

うというところが、今後、注目する点かなと思っております。 

 最後、サイバー・フィジカル一体化の動きというところで、こちらは、スマートフォン

を通じてフィジカル空間のデータを取得して、スマートシティーで活用したりですとか、

逆にBeaconですとか、カメラの情報をクラウドで分析して、それを逆にアプリ側で利用す

るというところで、アプリ間だけではなくて、リアルな端末とアプリの連携というのも進

んでいるというところで、さらにやはり取得の経路ですとか、手法というところが複雑化

している中で、どう利用者等への透明性を確保するかというところが、一つの課題として

出てきているのかなと考えております。 

 すみません。ちょっと駆け足になりましたが、以上で日本総研の発表を終わらせていた

だきます。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。それでは続きまして、森構成員から、資料３、

利用者端末情報等に関する規制の方向性について、御発表をお願いいたします。 
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【森構成員】  ありがとうございます。それでは、私から、利用者端末情報等に関する

規制の方向性ということで、お話をさせていただきます。20分いただいておりまして、手

短に、簡潔にということですが、事前に太田構成員にも御相談をさせていただきましたが、

資料は勝手に作ってしまったので、間違いは私の間違いです。 

 一番最初、2018年の個人情報保護委員会のFacebookに対する行政指導のページです。こ

れは、「いいね」ボタンで情報をFacebookに渡すということなんですけれども、Facebook

が集めるということなんですけれども、これは自動的に行っているというところがポイン

トで、仕組みとしては、今日お話しすることも同じです。こっちは個人情報になるので、

個人情報保護法で法執行ができるわけなんですけれども、今日のお話はそうでないので、

ここで特に新たな規制を考えなければいけないのではないかということです。 

 仕組みのお話。これは、もうさんざんいろんなところでお話ししましたのでいいかなと

思いましたが、一応やるようにというお達しでしたので、簡単に御説明をさせていただき

ます。 

 画面左半分です。私が、夜な夜な見に行く○×スポーツ、スポーツ新聞のウェブサイト

です。このウェブサイトからコンテンツを取ってくるわけですが、ピンクのところなんで

すけれども、ウェブサイトの中にタグという短いプログラムがありまして、そこがブラウ

ザに対して、この画像の部分を別のサーバから取ってこいという指示を出します。この別

のサーバ、広告事業者のサーバなんですけれども、ブラウザが「分かりました」というこ

とで、そのサーバから画像を取ってくるということですね。私が意識して見に行っている

スポーツ新聞がファーストパーティー、ブラウザが自動的にアクセスするのがサードパー

ティーです。左がファーストパーティー、右がサードパーティーです。サーバとブラウザ

の間で、それぞれクッキーのやり取りがありまして、左がファーストパーティークッキー、

右がサードパーティークッキーということです。クッキーは、Aというサーバから書き込

まれれば、Aのサーバからしか見えないというふうになっています。 

 この右側なんですけれども、そこをちょっと詳しく描いたのが、次のスライドですが、

広告事業者サーバにブラウザがアクセスするときに、広告事業者サーバとしては、誰の差

し金で来たかということが分かるわけですね。○×スポーツから来たということが、分か

るわけです。そのことによって、そしてこのサードパーティークッキーをやり取りするこ

とによって、「このサードパーティークッキーのブラウザは、○×スポーツを見たんだ」

というサードパーティークッキーとウェブサイトの閲覧の事実の組合せが、広告事業者サ
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ーバでできるということです。 

 広告事業者サーバは、いろんなウェブサイトにタグを張ってもらっていまして、私がス

ポーツ新聞だけ見ているわけにはいきませんので、いろんなウェブサイトに行くと、その

都度、私のブラウザのサードパーティークッキーが広告事業者サーバに送られて、広告事

業者サーバ側で、私のブラウザが、どこを見ているのかというのが分かるということです。

このように閲覧履歴を把握して、分析することができるということです。このような仕組

みをDMP、データ・マネジメント・プラットフォームと言うようです。 

 同じことは、同じ仕組み、リクナビの場合も全く同じでして、この場合、ファーストパ

ーティーは採用企業ということになります。採用企業のウェブサイトで、就活生アンケー

トということですね。ユーザーは、私ではなく就活生の人で、このアンケートに記入をし

なければいけないわけですけれども、そこにやはりタグが置いてあって、このタグは、サ

ードパーティー、リクルートのタグです。これによって、リクルートのサーバにアクセス

をしまして、サードパーティークッキーがブラウザに書き込まれるということになります。

それ以降、リクルートは、いろんなウェブサイト、特に就活関係のサイトにタグを置いて

もらっているので、リクルートとしては、当該就活生のサードパーティークッキーに紐づ

いたウェブの閲覧履歴が見られるということになります。そうしますと、この就活生は外

資系が多いということなので、左下の吹き出し、本命は外資系ですねと。お宅様は国内企

業なので、多分内定を蹴るでしょう。このようなサービスであったということです。 

 このようなことについて、どう考えるかということですけれども、ここに書いてあるの

は、これは親会のプラットフォームサービスに関する研究会の中間取りまとめです。コピ

ペです。上のところですが、下線部分だけを読みます。通信の秘密の対象であるか否かに

関わらず、プライバシー上の適切な保護を検討する余地が生じ得るところ、端末情報の適

切な取扱いの確保のための具体的な規律の在り方については、eプライバシー規則（案）

の議論も参考にしつつ、今後検討が必要ということになっています。このようにGoogleの

閲覧履歴を収集する、ユーザーデータを集めるということなので、それが通信の秘密の侵

害かどうかはともかくとして、やはりプライバシー上の対応が必要であるということかと

思います。そしてその際、eプライバシー規則を参考にしろということですね。これが、

親会の考え方。 

 そのeプライバシー規則がどうなったかということなんですけれども、それは、このワ

ーキングの１回目に事務局から御説明をいただいていまして、これもまだ最後まで完全に
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eプライバシー規則は成立したわけではなさそうなんですけれども、大体の方向性は出て

いまして、その１つは、欧州司法裁判所の考え方を取り込んでいるということです。 

 ここが、欧州司法裁判所の考え方なんですけれども、上に四角が２つありますが右側で

す。右側の下線部のところ、ウェブサイト管理者は、クッキー設定元の第三者であるネッ

ト広告エージェンシー、ソーシャルメディア等とともに、GDPR上の共同管理者の立場に立

ち、個人データの利用目的について利用者に情報提供し、利用者から同意を取得する義務

を負うということで、同意を取りなさいということになっているわけですね。 

 左側の四角ですけれども、どんな同意ですかということについては、下線部、あらかじ

めチェックが入れられたチェックボックスを示し、利用者が同意を拒否するためには、こ

のチェックを外さなければならない状況では、有効な同意は取得し得ないということで、

しっかりオプトインできないと同意じゃないですよという、厳しい考え方をしているとい

うことです。 

 これが、閣僚理事会最終案、eプライバシー規則の今ここという感じですけれども、ど

んなことになっているか、この左側ですが、クッキー規制、端末装置におけるデータ処理

は以下の場合に許されるということで、この２番目のポツの利用者の同意がある場合とい

うのが、原則になっているということかと思います。 

 右側の吹き出しに、一番上、適法根拠に正当な利益は採用せず、限定列挙のみとありま

すけれども、これはレジティメイト・インタレストですね。同意でということではなくて、

レジティメイト・インタレストで許容される。同意がなくても、広く許されるというよう

な考え方は採用されなかったということです。 

 吹き出し２番目。従来からの判例の蓄積などを取り込んだ内容ということで、先ほどの

明確な同意が必要だという考え方を、eプライバシー規則が採用しているということです

ね。 

 右下の四角ですけれども、正式な立法手続に移りつつあると。若干、修正はあり得ると

いうことでしょう。これがeプライバシー規則ということになります。 

 それも踏まえてなんですけれども、ちょっとこのあたりは個人的な考え方なのですが、

電気通信事業法の中での位置づけということが必要ではないかと思います。その電気通信

事業法自体が、一番上ですが、事業者規制の法律から、利用者保護の法律への転換を迫ら

れていると考えられる。今後、求められるのは、電気通信事業者の規制ではなく、電気通

信サービスの利用者の保護ではないか。これは何を言っているのかといいますと、これま
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では、少数の電気通信事業者を規制すれば、それで利用者保護ができたわけですね。限ら

れた設備を管理している事業者を規制する。ところが、プレーヤーが増えてきたというこ

と。そしてそれから設備がソフトウエア化してきて、ちょっと果たして設備というような

ものなのかとなってきたような事情もあって、事業者規制でというよりは、やはり直接、

利用者保護を電気通信事業法が目指すべきではないかということです。これは、私だけで

はなくて、いろんな方がおっしゃっていることかなと思います。 

 それから利用者端末情報、ここで定義していますが、クッキーや端末の設定と、それに

紐づく情報です、閲覧履歴等ですけれども、これを利用者端末情報等と言っていますけれ

ども、これについては、上記の観点から通信関連プライバシーとして保護されるべき、利

用者の権利として把握されるべきではないかとしております。言い方を変えれば、通信の

秘密に加えて、電気通信サービス利用者のプライバシー保護も同法、電気通信事業法の目

的と考えるべきではないかということですね。そう考えるのであれば、保護すべき義務を

負うということは、電気通信事業者のみならず、このような利用者端末情報を取り扱うも

の全てということになろうかと思います。 

 そういう前提で、利用者端末情報をファーストパーティーがサードパーティーに提供す

る行為についてどう考えるのか。下のほうですけれども、先ほど、小竹さんから御紹介の

ありました、スマートフォン・プライバシー・イニシアチブ、SPIも、これはファースト

パーティーであるアプリと、サードパーティーである情報収集モジュールの関係について

書かれたものであって、その概略としては、この上のほうですが、ファーストパーティー

側でアプリプラポリという形で、外部に提供している事実、提供する情報、提供する方法、

提供する相手が誰か、オプトアウトの方法を明らかにすべきではないか、そういう考え方

であったかと思います。 

 具体的な規制の中身ですけれども、まず①は、ファーストパーティーに対して、ファー

ストパーティーについてということですけれども、以下の表示義務を課してはどうかとい

うことで、利用者端末情報等をサードパーティーに提供していること、提供する情報、提

供の方法、提供先のサードパーティーは誰かということですね。あとは、オプトアウト情

報、サードパーティーへの提供をやめるにはどうすればいいかということです。これにつ

いては、やはりSPIにも、ほとんど同じことが書かれているということです。 

 一番下の行、提供について同意取得を義務づけることも考えられるのではないかという

ことです。先ほどの参照すべきプライバシー規則は同意原則ですので、当然、同意取得を
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義務づけるということも選択肢として考えられるということになろうかと思います。 

 次の内容の２番目は、サードパーティーに対することということですけれども、サード

パーティーについても一定の表示義務を課すべきではないか。利用者端末情報を取得して

いること、取得している情報、取得の方法、それから利用目的、オプトアウト情報。SPI

には、ちょっとこちらは抽象的ですけれども、同じような趣旨のことが書かれているとい

うことです。 

 規制の方向３番目は、これはちょっとSPIにはないんですけれども、ファーストパーテ

ィーがタグ設置等の業務を委託する、委託先事業者に対しても何らかの義務を課すべきで

はないか、選択肢として、そういうことが考えられるんじゃないかと思います。というの

は、ファーストパーティーに話を聞くと、委託先に任せていたと、自分たちはよく分から

ないというファーストパーティーが相当数いるということ。それから、委託先側からファ

ーストパーティーに対して、タグを置きませんかという働きかけをすることも多いという

ことです。 

 次のスライドは、これは日経新聞で、デバイスフィンガープリントをファーストパーテ

ィーが置いていたんですけれども、それは委託業者任せだったというような記事を紹介し

ています。 

 以上が規制の内容ですけれども、規制のレベル、強度についてなのですが、自主規制に

は限界があるのではないかと、私は考えます。この自主規制には、自主規制を政府が支援

するタイプの共同規制も含まれるということです。なぜかということですけれども、SPI

におけるアプリプラポリの普及には時間がかかりました。最終的には、アプリマーケット

プレイスの規約変更によって普及が進んだのではないかと思われます。 

 そして、１回目でしたかね。JIAAさんから、自主規制のお話がありましたけれども、こ

れは非常に十分に行われていて、JIAAの中では達成率は高い。しかしながら世の中全体的

には、これは少ないということですので、やはり自主規制によるカバー率が低いというこ

となのではないかということです。 

 ですので、２番目ですが、表示義務、同意取得義務を法律の義務として課した上で、そ

の具体的な方法について、事業者団体等に委ねる形の共同規制がいいのではないかと、ア

イデアベースですけれども、そのようにしております。 

 以上が、利用者端末情報等のお話で、後半はユーザー情報を政治広告に使う場合。行動

ターゲティングをして政治広告をする場合について、お話をいたします。 
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 これも、2018年の先ほどのFacebookに対する行政指導のページなんですけれども、実は

ここで、さっきの「いいね」ボタンが前半で、後半はこの赤い線のところですが、生活診

断アプリにより取得した個人情報の一部が、コンサルティング会社に不正に提供されてい

た事案ということで、ケンブリッジ・アナリティカの事案ですね。こちらが、ここでお話

しする問題ということになります。 

 問題点ですけれども、観点として大きく２つ。１つは、公正な思想・政策の競争の観点

ということですね。これが問題である。それからもう一つは、個人に対する不当な刺激・

誘導のおそれと、それによる弊害が大きいのではないかという、この２点の問題点が、行

動ターゲティングによる政治広告にはあるのではないかと思っております。 

 初めに御紹介するのは、この点についての先駆的な山本先生の御論考「思想の自由市場

の落日－アテンションエコノミー×AI－」というものですね。評判になりましたけれども、

全部読みます。 

 選挙時については、選挙人としての利用者は、政党の政策や立候補者に関する情報を

「自由かつ均等に取得」……、傍点が、すみません、パワーポイントで振れなくて、ボー

ルドと下線になっていますが、する権利と責務を有し、選挙権行使に当たっては、「市民

としての個人的な政治思想、見解、判断等に基づいて自主的に決定すべき」であるから、

思想市場を一元的に捉えた上で、思想のより公正な竸争を確保するための規制が必要と考

えられる。例えば、公職選挙法上の戸別訪問禁止とのアナロジーで、マイクロターゲティ

ングの規制があり得る。戸別訪問禁止とは、立候補者が、選挙人宅を個々に訪問して投票

を依頼することを禁ずるものであるが、それは、戸別訪問が、選挙人の生活の平穏を害す

ること、候補者は多額の出費を余儀なくされること、投票が情実に流されやすくすること

などを理由としている心理プロファイリングを用いたマイクロターゲティングにも、同様

の弊害 - システム１が刺激されることで、投票が情実に流されやすくなることなど - が

あるとすれば、戸別訪問と同様、これを規制すべきだということになるかもしれない。 

 システム１というのは、思考モードのうちの、感情・情緒に関するものです。システム

２は、論理的・内省的な部分で、システム１は、ちょっとした外界の刺激にすぐに反応し

てしまうということであるそうです。 

 ここの、投票が情実に流されやすくなることというのが、どういうことなのかというこ

とについて、御説明をしたいと思います。 

 この御説明といいましても、実際にどうだったのかということを、このケンブリッジ・
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アナリティカにいた、ワイリーさんという人が告発の本を書いていますので、この人の本

からちょっと引用して御紹介して、分析は一番最後にお話ししたいと思います。下線部の

ところだけ読みます。 

 オバマ陣営による成功例ということですけれども、マイクロターゲティングを全面展開

すると、政治的メッセージを世の中へ向かって広く発信するのではなく、プライベート空

間に閉じ込める格好になる。数千万人の有権者がいれば、数千万種類の政治的メッセージ

を作って送れる。個々の有権者は、それぞれの属性に合ったメッセージを受け取るわけだ。

メッセージの内容は有権者にとって千差万別であり、あなたが受け取るメッセージは、隣

人が受け取るメッセージと似てもにつかないかもしれない。選挙運動がプライベート空間

で行われるとどうなるだろう。政治家は公の場から姿を消し、監視されにくくなる。監視

がなくなれば、政治的メッセージは、もはや政治的メッセージのように作られる必要もな

くなる。われわれは、友人から送られてくるメッセージを読むのと同じ感覚で、ソーシャ

ルメディア経由の政治的メッセージを読む。送り主の正体や意図に気づかないままに、で

ある。 

 次のスライドは、これは広告ではなくて、コンテンツとフェーク情報を併用する場合の

ことが書かれています。 

 CAはアメリカ各地の地域レベルで、「スミス郡愛国者」や「私は国を愛する」といった、

もっともらしい名前を使って右派ページを作成した。フェイスブックのレコメンデーショ

ンエンジンのおかげで、これらのページはターゲットユーザーーすでに似たようなコンテ

ンツを「いいね！」しているーのニュースフィード上に現れる。ユーザーがCAのフェイク

グループに参加すると、怒りに火をつけるようなビデオや記事の投稿を大量に見せられる。

グループページ上は、これはひどい。あれはアンフェアだといった会話であふれ返る。グ

ループが一定の人数に達すると、CAは物理的なイベントを開催した。参加者が多いと思わ

せるため、通常はカフェやバーなど比較的小さな場所を会場に選んだ。彼らがカフェやバ

ーに実際に集まって、怒りや妄想を共有する。イベントは共和党の予備選が早期に行われ

る州から順番にアメリカ各地で開かれ、「俺たち対あいつら」の対立構造が、ますますか

き立てられていくのだと。 

 ３枚目は、このCAがどういうことをしていたかということで、もともと南アフリカの麻

薬組織の中の混乱を生じさせようとするとか、そういうことが書かれていますが、ちょっ

と省略します。 
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 最後ですけれども、社内テストでは、CA制作のデジタル広告はオンラインエンゲージメ

ント向上に効果的だということが判明した。このエンゲージメント率、これは「いいね！」

やクリック、シェアなどの反応ですけれども、これが、デジタル広告にどう影響するかと

いうのを調べる実験を行ったということなのですが、CAのデジタル広告をクリックするよ

うになった無関心有権者のうち、25％が、最終的に投票所へ足を運ぶようになったとしよ

う。そうすると大統領選挙勝敗のカギを握る注目州で、共和党支持者の投票率が１％上昇

する。激選の場合には、勝敗を決するほどの数字だ、というようになっています。 

 ここからは、実際にFacebookの広告ライブラリーに出ている、社会問題選挙または政治

関連の広告の例ですね。かなり政治的な広告が出ているかなと思いますけれども、ある程

度、透明性の確保は図られていて、潜在リーチ、どのぐらいの対象者に行きそうかとか、

実際のインプレッションとか、あとは誰が見たかということですね。この左側の棒グラフ

が立っているのは18歳から24歳ということですけれども、こういったことが明らかになっ

ています。ただ、どういうターゲティング設定をしているのか、どういうセグメント設定

をしているのかということは、どうもここからは分からないような、それを教えてほしい

ということです。 

 最後に分析です。政治広告のうち、一定のものは選挙運動に該当し、公選法の厳しい規

制の下にある。もっとも、現に公職にある者や、政府の政策に対する批判・賞賛は当然に

表現の自由の範囲内にあるものとして許容される。それがどのような内容のものであった

としても、マスに対する表現である限り、思想の自由市場における競争に参加させられる

こととなる。マスに対するものでない政治広告については、競争による淘汰が機能せず、

公選法の想定外、むしろ同法で禁止される戸別訪問に近いのではないか。対象者を選んで

出し分ける、特定の人の目にしかとどまらないのであれば、公正な思想・政策の競争がな

くなるのではないか。特定の傾向を有する人を刺激・誘導して、投票行動に影響を与える

ことができるのではないか。個々人の属性と刺激・誘導の効果の因果関係について、AIを

用いた分析が可能になっているのではないか。刺激・誘導が、不公平感や怒りのような感

情を利用するものであるならば、投票行動への影響のみならず、社会の分断につながるお

それがあるのではないかというようなことから、行動ターゲティングによる政治広告は禁

止すべきではないかと考えるところでございます。 

 以上です。ありがとうございました。 

【宍戸主査】  森先生、ありがとうございました。それでは、ただいまの日本総研及び
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森構成員の御発表について、質問やコメントを、大体15分程度で承りたいと思います。ま

ず、板倉先生から、お願いできますでしょうか。 

【板倉構成員】  おはようございます。板倉です。幾つかあるので、簡潔にお聞きした

いと思いますが、まず、日本総研さんの詳細なアウトルック、ありがとうございます。プ

ライバシーラベルを、一生懸命Appleがやっているという話がありましたが、あまり奏功

していないようなのですが、違反についてBANしたりしていないのかというのと、これは

御存じだったらで構わないのですが、嘘をついていることになるわけですよね、Appleが

ちゃんと表示しろと言っているのに違うことを出すとか、言わないというのは。これ規制

当局は、これはFTCなのFCCなのか分かりませんが、動いていないのかというこの２点が、

日本総研さんへの質問です。 

 森先生への質問は、ちょっと後半はまた論客がたくさんおられますので、前半について

だけお聞きしますが、端末情報を保護するといった場合に、これは先生の私見で構わない

んですけれど、法人も通信の秘密は保護されると思いますが、法人の端末情報というのは、

保護しますかというようなことが１つ。 

 もう一つは、プロ責だと、通信の秘密と言ってしまっているのですが、要するにコンテ

ンツプロバイダのログも通信の秘密に入れて、一応、考えています。開示の対象にしてい

ますよね。このコンテンツプロバイダに来る、いわゆるアクセスログも端末情報に入れて

お考えになるのかというのが２点目。 

 ３点目は、電気通信事業者に限らないということでしたが、電気通信事業を営む者まで

はガイドラインの対象にしていると思いますが、全く縛りを外してしまって、総務省のや

ることとしてどのように位置づけるのかということです。 

 この３つを森先生にお聞きしたいと思います。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。まず、日本総研様、お願いできますか。 

【小竹氏】  日本総研の小竹です。まず、Appleの取組についてなんですけれども、こ

ちらは、強制しているのは2020年12月以降、新規アプリもしくは更新時のみ義務づけてお

りますので、2020年12月以降に更新していないアプリに関しては、まだラベルに対応して

いないという状況で、まだ未対応のアプリが多いという状況になっております。 

 法律違反になるのかというところが、ここが非常に難しいところだと思っておりまして、

それぞれこのラベルとは別に、各アプリ、プライバシーポリシーは別途掲載しているわけ
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で、そこの中では、嘘にならないところで結構曖昧に、広く広範囲に書かれていたりです

とか。そうなってくると、確かにAppleに言っているのはうそかもしれないが、プライバ

シーポリシーでは本当ですよという言い方もできるので、なかなかFTCも動きにくいのか

なと推測され、具体的に規制当局が動いているというところの情報は、ちょっと目下、見

当たっていないのかなと思っております。 

 以上になります。 

【板倉構成員】  ありがとうございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは、森先生、今の板倉先生からの御質問

について、お願いいたします。 

【森構成員】  御質問ありがとうございました。まず１点目は、法人の端末情報という

ことですけれども、これは性質上、ブラウザが誰のブラウザかみたいなことを区別すると

いう話ではないと思いますので、これは、当然に含まれてくるのだろうと考えています。 

 ２番目のコンテンツプロバイダ側、CP側のログということで、これは鋭い御指摘ですけ

れども、ここで想定しているのは、ユーザー、利用者端末情報。利用者端末の中の識別子

であったりとか、設定であったりとか、やはりそういうことを想定しているので、これは

含まれないということになるかと思います。ちょっと今、ざっくり考えたところですけれ

ども、多分そうなんじゃないかなというふうに思いますね。 

 ３番目の電気通信事業者に限らないで、どこまで行くんだというお話ですけれども、こ

れも全くごもっともなことなのですが、ただ、私のお話の趣旨は、電気通信事業者に対す

る規制ということだけ考えていると、やっぱりユーザー保護が図られないという部分が、

どうしても出てくるのだろうと思うんですね。なので、本当は全部、スクラッチベースで

大改正すべきところなのかもしれないんですけれども、それが果たされない間であっても、

こういう個別の論点においては、電気通信事業者に着目するんじゃなくて、ユーザーの権

利に着目して、それを扱っている人を広く対象にすべきではないかということで、あまり

そういう意味では、きちんと考えられているわけではないんですけれども、少なくとも電

気通信事業者縛りをやめようという程度の趣旨でございます。 

【板倉構成員】  ありがとうございます。２点目だけ、まだ論点があるかなと思ってい

まして、クッキーは、確かによっぽど抜くとかしないと分からないと思うのですが、いわ

ゆるユーザーエージェントとかアクセスログでも、これは一応、端末識別子といえなくも

ないようなものが入っていて、前回の会議でも、広告とかにも使えるんじゃないかという
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話があったので、この辺は、また今後の論点かなと思います。 

 ありがとうございます。 

【森構成員】  そうですね、もちろんサーバ側に記録される、ユーザーサイドのもので

あって、サーバ側に記録されるものというのは全部なんですけど、それがちょっと整然と

区別できないというところは、あるのかもしれません。 

【板倉構成員】  ありがとうございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。次に、古谷構成員お願いいたします。 

【古谷構成員】  古谷です、ありがとうございます。小竹さんに１点と、森先生に１点

です。 

 まず、小竹さんへの質問なのですが、スライド25ページに、異分野融合化の説明があり

まして、利用されているデータが直感的に分かりにくいということで、まさにそのとおり

だなと思っているんですけれども、アプリ提供側で、そのことに対する認識と取組がある

のかどうかというところを、お聞かせいただければと思います。 

 あと、森先生なんですけれども、利用者端末情報等に関する規制の方向性として、利用

者保護への法律へということは、大いに賛同するということなのですが、またその方法と

して、まず表示というところも賛同するところですが、もう一つ方向性として、例えば、

報告義務といったような自主的なもの。あるいは、自主的な報告を促すためのガイドライ

ンといったものもあるかと思うのですが、報告の内容としては、例えば、どのようなデー

タを取得して、どのように利用して、何か問題がなかったのか、あったのか。あるいは、

それに対してどのように解決したのかというようなことなどの報告義務の方向性もあるか

と思うんですが、それについての動きがあるかどうかを教えていただければと思います。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは、まず日本総研様、お願いします。 

【小竹氏】  日本総研の小竹でございます。すみません、ちょっとここに関して、個別

の事業者の動きというところは、ちょっと詳細に調べ切れていないところがございまして

回答に窮するんですけれども、基本的にはプライバシーポリシーで、例えば、ヘルスケア

であれば、電力使用量をこういうために分析しますと書かれているのみで、じゃあ、具体

的に電力使用量からどういうふうなことを判別しているのかみたいなところまで、詳細に

説明しているものは少ないのかなという認識になっております。すみません、ちょっと個

別の事業者の取組までは、ちょっと調べられていない状況でございます。 
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【古谷構成員】  ありがとうございます。 

【宍戸主査】  それでは、森先生、お願いいたします。 

【森構成員】  御質問ありがとうございました。報告義務ということなんですけれども、

もしかしたら広告事業者について、そういうことがあるのかもしれませんが、私が承知し

ている限度では、海外でそういうのがあるかとかは知らないんですけれども、私の申し上

げたい趣旨としては、やっぱり基本的にはファーストパーティーがやるべきことであって、

ファーストパーティーというのは、もう全てのウェブサイトなので、やはりお上に報告す

るというよりは、閲覧者に対して情報を示す、あるいは同意を取るということが重要なの

で、方向性としては、報告ではないかな。やはり直接、閲覧者に対峙して表示する、同意

を取るということが重要なのではないかなと思います。 

【古谷構成員】  すみません。私がちょっと説明が悪かったのですが、報告義務という

のは、利用者に対してです。 

【森構成員】  なるほど。そうですね。それだと、表示とそんなに変わらないのかもし

れませんが、もう少し詳細に表示しろということであれば、同じようなことなのかなと。 

【古谷構成員】  表示は事前だと思うんですけれども、報告というのは、むしろ事後的

にどういうような取組がなされて、問題がなかったかということなんですけれども。状況

は分かりました。ありがとうございます。 

【森構成員】  ありがとうございます。 

【宍戸主査】  それでは、日本総研様、それから森先生の御発表に関する質疑応答はこ

こまでとさせていただいて、残りは自由討議のところで、御意見をさらに伺いたいと思い

ます。 

 続きまして事務局より、資料４、プラットフォームサービスに係る利用者情報の取扱い

に関する主な論点について、御説明をお願いいたします。 

【小川消費者行政第二課長】  事務局の消費者行政第二課の小川でございます。資料４

に基づきまして、御説明させていただきます。 

 まず、１ページ目を御覧ください。こちらの四角の中に入っているのが、第１回WGでお

示しをさせていただきました検討課題でございます。こちらに対しまして、主な論点の構

成としては、まず、実状ということで、大きな１つ目でございますが、プラットフォーム

サービスに係る利用者情報をめぐる現状と課題ということで、（１）で、まず取りまとめ

た上で、また（２）としまして、現行制度と政策。また（３）として、海外動向という形
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でまとめてはどうかと思っています。 

 また、２つ目でございますが、プラットフォーム事業者などによる利用者情報の取扱い

のモニタリング結果ということで、ヒアリングの内容などについて、論点となるかなと思

っております。 

 それから、検討課題といたしまして、適正な取扱いの確保のためにどのように記述すべ

きか、またガイドラインなど、どのように見直していくことが適切であるかというのが、

もともと検討課題としてありましたので、大きな３番として、今後に向けた論点・方向性

というような構成にしてはどうかということでございます。 

 順次、次のページから御説明いたします。 

 ２ページ目を御覧ください。まず、１の（１）プラットフォームサービスに係る利用者

情報の現状と課題でございます。クリーム色の箱の中に、想定される主な論点がございま

すが、下線部のところは、第１回WGの検討課題からの引用でございます。 

 それで、２つ目の丸でございますが、スマートフォン、インターネットは、社会経済活

動のインフラとなっているということで、生活のために必要なサービスが、スマートフォ

ンなどを経由で提供され、人々の日常生活における重要性が高まっていく。また、ポスト

コロナ時代に向けて、デジタルシフトがさらに進んでいって、さらに様々なものが、スマ

ホなどを経由になると。 

 ３つ目の丸でございますが、様々なサービスを無料で提供するプラットフォーム事業者

の存在感が高まっており、利用者情報が取得・集積される傾向が強まっているということ

で、関係する事業者それぞれにおいて、利用者情報の適切な取扱いが確保されることが、

重要であるということでございます。 

 ３ページ、４ページ、５ページは、検索エンジン、モバイルOSのシェアであるとか、ブ

ラウザのシェア、それからインターネット広告媒体費のシェアなどを示させていただいて

おります。GoogleやApple、Yahoo!など、プラットフォーマーのシェアが、それぞれ高い

ことが伺われるかと思います。 

 ６ページを御覧ください。こちらでございますけれども、構成として想定される主な論

点。それからその下に、これまでの主な意見ということで、プラットフォームサービス研

究会の第21回、22回、23回でいただいた御意見。それからワーキングの１回から３回にい

ただいた御意見について、それぞれ示させていただいております。論点のところのみ、御

説明をさせていただきます。 
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 ２つ目の丸でございますけれども、スマートフォンにおいて、様々なアプリケーション

がございますが、アプリケーションのプライバシーポリシーの掲載率については、向上し

てきていると。ただし、内容面の分かりやすさや、簡略版の掲載には課題があると。また、

OSによって位置情報など、利用者に個別許可を求める機能も導入されてきていると。 

 また、ファーストパーティークッキーと、サードパーティークッキーがあって、サード

パーティークッキーにつきましても、様々なSNS事業者、広告事業者、アクセス解析事業

者、データ仲介事業者などに情報を送信するものが多く見られると。また、JavaScriptな

どによる情報収集も多く行われていると。 

 ４つ目の丸でございますが、スマートフォンのアプリ事業者の場合と同様でございます

が、ウェブサイト管理者が、実状を把握しにくく、プライバシーポリシーがきちんと書け

ていない場合があると。また、利用者にとっても、プライバシーポリシーが分かりにくい

という課題が、指摘されているということでございます。 

 それから８ページ目を御覧ください。こちらは、最近の動きでございますけれども、モ

バイル・PCともにプラットフォーム事業者が提供するブラウザが高いシェアを有している

ということで、Appleが提供するSafariでございますが、既にサードパーティークッキー

をはじめ、クロスサイトトラッキングはブロックされていると。また、Googleが提供する

Chromeにおいて、サードパーティークッキーの段階的廃止が予定されていると。 

 ２つ目の丸でございますが、Appleの提供する広告IDのIDFAでございますが、こちらに

ついて、今年の４月26日以降、利用者の同意が必要となっていると。 

 また、３つ目の丸でございますが、Googleについては、Chromeブラウザの中で、同種の

興味・関心を持つ数千人単位のグループ、コホートにより、ターゲティング広告の対象と

するプライバシーサンドボックス・プロジェクトを提案しているということでございます。 

 ４つ目の丸でございますが、業界団体であるIABが中心となって、GDPRにも準拠して、

TCFを公表していると。またこれをベースとしたコンセントマネジメントプラットフォー

ムの動きなどが検討されていると。 

 ５つ目の丸でございますが、フィンガープリントやUnified ID2.0などの動きもございま

すが、同意取得の在り方、オプトアウトの在り方について、課題も指摘されているという

ことでございます。 

 次に14ページを御覧ください。（２）でございますが、現行制度と政策ということでご

ざいまして、１つ目の丸でございますが、こちらは個人情報保護法、令和２年改正の話。



 －32－ 

それから電気通信事業法につきましても、令和２年改正で域外適用が施行されているとい

うことで、電気通信事業における個人情報保護に関するガイドラインにおきまして、電気

通信事業分野の個人情報保護及び通信の秘密について規定されておりまして、個人情報保

護法の令和２年改正も踏まえました見直しを検討する必要があるという状況でございます。 

 それから、先ほど日本総研様のほうからも御紹介いただきました、スマートフォンプラ

イバシーイニシアチブに基づきました、スマートフォンプライバシーアウトルックにつき

まして、毎年調査を行ってきているということでございまして、またこのSPIの内容につ

きましては、電気通信事業ガイドライン、また事業者団体のガイドラインなどが策定され

ております。 

 それから３つ目の丸でございますが、位置情報プライバシーレポートにつきましても、

こちらは電気通信事業ガイドライン、事業者団体のガイドラインなども、これに基づきま

して策定されております。 

 また、JIAA様におきまして、インターネット広告ビジネスにおいて取得・利用される個

人情報に関する情報の取扱いにつきまして、プライバシーポリシーガイドライン、行動タ

ーゲティング広告ガイドラインを策定しているということでございます。 

 次に20ページを御覧ください。（３）海外動向でございます。こちらの詳細は省略いた

しますが、米国の動向、それからEUの動向、ISOの動向でございます。EUにつきましては、

GDPRの通知・同意のガイドライン、また先ほども言及がございました、eプライバシー指

令、またeプライバシー規則案、それからデジタルサービス・アクトなどにつきまして、

記載をしております。 

 それから、24ページを御覧ください。２つ目として、プラットフォーム事業者などによ

る利用者情報の取扱いのモニタリングでございます。こちら、25ページにございますモニ

タリング項目に従って、記載をさせていただいております。 

 ２つ目の丸のところでございますが、プライバシーポリシーの透明性確保のための工夫

がどうなっているかという論点。また、ユーザーテストの実施や、有識者の意見などを聞

いてつくっているかどうか。 

 また、４つ目の丸でございますが、オプトアウトやデータポータビリティーについて、

どのような取組を行っているかという論点。 

 ５つ目ですが、位置情報などのプライバシー性の高い情報について、どういう配慮を行

っているか。 
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 また、次の丸ですが、ほかのアプリやサイトを経由してどういう情報収集を行っている

か。他社との連携、また、サードパーティーによる情報取得に関して、どういう対応の方

針であるか。アプリ提供マーケットにおいて、どういう対応をしているか。また、PIAア

ウトカムへの考え方。また、プロファイリングについて、どう行われており、どう使われ

ているかというような論点があろうかと思います。 

 それから最後、33ページを御覧ください。今後に向けた論点・方向性でございます。 

 こちらにつきまして、まず２つ目、３つ目のところでございますが、これは森構成員か

らの御指摘なども踏まえておりますが、まず第一にということで、アプリ提供者やウェブ

サイト運営者が、当該アプリやウェブサイトで、どういう情報取得や情報提供が必要であ

るかを検討し、把握をするということが必要と。 

 第２に、これを踏まえて利用者が理解できるように、通知・公表・同意取得などをして

いくということの検討を行う必要がある。 

 また、分かりやすく見せるための仕組み・工夫というのが必要であると。 

 ４つ目の丸でございますが、これは小林構成員や太田構成員からも御指摘があったもの

でございますが、工夫として、階層的な通知、個別同意、プライバシー設定の工夫などが

ございますが、それは、プライバシーポリシーの読みやすさを高め、またその自己効力感

が高く、抵抗感も強い利用者に対して効果的であるとともに、様々な性格の利用者の理解

や安心にも資するのではないかと。また、コンセントレシートのような、自分が何に同意

しているか事後的に分かることも有用でないかと。また、第三者提供や、機微情報の取

得・利用、通常は想定されない利用は、特に注意喚起をする仕組みが必要なのではないか。 

 また、下から２つ目の丸でございますが、山本主査代理からも御意見がございましたが、

プロファイリング有無、情報利用による利用者へ与える影響が重要と。これを利用者に伝

えていく必要があるのではないか。特に受け得る不利益についての情報が重要ではないか。

PIAも考慮すべきではないか。 

 また、一番下でございますが、プライバシーポリシーの重要性ということで、特に専門

的見地から、事業者のプライバシーポリシーについて、外部レビューが行われ、公表され

ることも有用なのではないかということでございます。 

 最後に40ページを御覧ください。ガイドラインなどをどういうふうに見直していくかと

いうことでございますが、２つ目の丸でございますが、SPIの考え方なども参照しながら、

スマートフォン、ウェブにおいて、それぞれのプラットフォーム事業者、アプリ事業者、
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ウェブサイト運営者、広告事業者など、関係する主体が、それぞれ適切に対応できるよう

な環境整備を検討していく必要があるのではないかと。 

 ３つ目の丸でございますが、これは沢田構成員からも御指摘いただいたものでございま

すけれども、利用者が十分理解できるように通知・公表するというときに、利用者情報の

取得により何が起こるか示すと分かりやすいのではないか。 

 それから、４つ目の丸でございますけれども、利用者が実質的に理解した上で必要な判

断ができるように、分かりやすい通知・公表をする必要がある。 

 それから５つ目については、横断的にパーソナルデータの取得につきましてですが、プ

ロファイリングについても含めてどう扱うか、しっかりと開示をしていく必要があるとい

うことでございます。 

 それから一番下の丸でございますけれども、こちらについては、利用者情報の取扱いに

ついて、どうコントロールができるかという観点からの選択肢、工夫ということで、ダッ

シュボードやオプトアウトやデータポータビリティーなどを含めた選択機会ということが、

論点として考えられると思います。 

 41ページでございますが、最後はモニタリングの関係でございますけれども、こちらに

ついては、あらかじめ必要とされる事項をガイドラインで示した上で、関係事業者及び事

業者団体による自主的な取組を進め、その状況を定期的にモニタリングして、結果を公表

するということで、透明性やアカウンタビリティーを確保していくことが有用ではないか。

このガイドラインを通じたモニタリングが十分に図れない場合は、制度化を視野に入れた

検討を進める必要があるのではないかということでございます。 

 時間を超過して恐縮です。以上でございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。 

 それで、これからの進め方でございますけれども、一応、私のほうではもともとここで、

小川課長から御説明いただいた主な論点についての御質問や御意見をいただき全体討議と

考えておりましたが、チャット欄を見ていますと、非常に多くの御意見、御質問があるよ

うなので、これも一括して、今、小川課長から御説明いただいた資料４に即していただい

ても、またそれ以外でも自由に御意見をいただくということにしたいと思います。 

 その前に、先ほど古谷さんのほうで、LINEさんに御質問があったはずなんですけれども、

時間でちょっと１回スキップしてしまったので、まずそちらからお願いできますでしょう

か。御意見と一緒でも結構です。 
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【古谷構成員】  ありがとうございます。LINEさんへの質問は、まず、自分のデータが

どのように取得され、利用されているかというのを、利用者から見たときに、設定画面で

見られるのかどうかというのを確認したかったんです。私が見る限り、設定画面ではなか

なか見られないなというところを、ちょっとお聞きしたかったということと、あと２点目

としては、透明性レポートが、警察への提供であるとか、削除の問題とかが書かれている

のですが、利用者に対しての説明といいますか、そういった内容は書かないのかどうかと。

例えば、何か問題があれば問題のあったこと、あるいは改善があれば改善があったことな

ども含めての報告の在り方というのを、お聞きしたかったということです。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。 

【古谷構成員】  取りあえず、LINEさんだけでいいですか。 

【宍戸主査】  LINEさんだけで。太田構成員からも追加の御質問がありますので、それ

を承って、一括して、LINEさんのほうでお答えいただければと思います。それではまず、

太田構成員。 

【太田構成員】  ありがとうございます。先ほど、チャット欄でもやり取りさせていた

だきましたけれども、電話番号やメールアドレスのアップロードについては、LINEとして

使っているということはないということで、お返事をいただきまして、LINE広告のリター

ゲティングタグとか、広告のタグ、SDKについては、LINEさんとしても利用しているとい

うことで、ここで質問なんですけれども、例えば、広告主サイトに訪れると、LINEさんが

情報を取得するということは、広告主サイトに行った人が分かるように、LINEさんとして、

広告主サイトでこういうふうに表示しましょうとか、こういう同意を取りましょうみたい

なことを広告主サイトさんに、何かお願いをしていたりするのかどうか。それをお願いし

ているのであれば、それが実際に行われているかということを確認しているのか、という

ところを質問させていただきたいです。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは、LINE様、お願いいたします。 

【関原氏】  LINEの関原でございます。まず、１点目の古谷先生からの御質問ですが、

まず、設定のほうで確認できないというお話があったのですが、少し分かりづらいかもし

れないのですが、LINEアプリ内の設定からも、プライバシーポリシーへの動線は設けてお

ります。ただ設定から、１段階でプライバシーポリシーに飛べるわけではございませんの

で、２段階アクションを踏んでいただいた上で、プライバシーポリシーの閲覧は可能とな

っております。 
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 ２点目の透明性レポートも含めましたユーザーの皆様への問題があったかどうかの公表

につきましては、一般的に全ての事案について公表しているわけではないのですが、例え

ば、漏えい事故のようなインシデントがあった場合につきましては、当社のウェブサイト

などで公表しているところでございます。 

 続きまして、太田先生からの御質問についてなのですが、広告主の皆様のサイトでLINE

のタグを設置しまして、そちらの情報を取得していることにつきまして、何らかの対応を

行っているかどうかという質問と理解いたしました。そちらにつきましては、LINEのほう

で、LINEタグのガイドラインというものを設けておりまして、広告主の皆様が、LINEタグ

を設置する前に、LINEタグのガイドラインについては同意を取得しております。そちらの

ガイドラインの条項の中で、ユーザーの皆様にオプトアウトが可能であること、あとは

LINE側で情報を取得していたりとか、あとは取得した情報の利用目的などにつきましては、

公表するようにガイドラインで定めているところでございます。 

 最後の、そちらについて確認しているかどうかというところにつきましては、申し訳ご

ざいません、今は手元に情報がございませんので、そちらは追って御報告させていただけ

ればと思います。 

 私からは、以上でございます。 

【太田構成員】  ありがとうございます。 

【宍戸主査】  それではここから先、御自由に御意見をということですが、私の承知し

ている範囲でいうと、順番に沢田構成員、佐藤先生、寺田構成員、高橋構成員、森先生、

古谷構成員、山本先生、そして生貝先生の順で、申し訳ありませんが、１人３分ぐらいで

お願いいたします。 

 ということで、沢田構成員、お願いします。 

【沢田構成員】  ありがとうございます。では、急いで言います。森先生の御提案に対

する意見として、２点ございます。 

 １点目は、通知とか公表とか表示義務を課すという話は賛成でございまして、その方向

性に賛成なのですが、ただ、同意の取得に関しては、少し慎重に考えたいなと思っており

まして、ユーザーとして、いちいち同意を求められてもうっとうしいというのもあります

が、義務づけることによっての副作用も考えなければいけないんじゃないかと思っていま

す。 

 と申しますのは、事業者さんにとっては、同意を取っていますというのが免罪符になっ
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てしまうという可能性もあるんじゃないかと。結果として、文句を言われないような同意

スキームというのを作るほうに引っ張られて、その前段として、きちんと情報提供すると、

分かるように説明するということがおろそかになりそうな、ちょっと予感がするといいま

すか。同意がどういうときに必要かとか、取得する方法とかを細かく決めれば決めるほど、

ユーザーのほうじゃなくてルールのほうを見るようになって、ルールを作るのが規制当局

であれば、行政のほうばかり見てしまうと。 

 さらに、このツールを使えば、同意取得に関しての義務は全てクリアというようなサー

ビスも出てきて、さらに何も考えなくなるということがあるのではないかと。そうではな

くて、ユーザーのほうを向いて、マネジメントを巻き込んで、自分の会社のデジタルマー

ケティングについてのポリシーを、きちんと自分の頭で考えて作って、出してほしいなと

思いますので、そういう意味で、そこはなくてもいいから緩やかな表示義務、努力義務で

も何でもいいから、法的な規律に戻るところがあって、それに対して自由にやっていいん

だけれども、専門家がレビューしたり、レーティングしたりするというのがいいんじゃな

いかというのが１点です。 

 ２つ目が、表示内容なんですけれども、表示してもらう内容なのですが、ユーザーが今

見ている、自分で認識しているサイト以外の第三者に、端末情報などのユーザーに関する

情報が送られる何らかの仕組みを設けているのであれば、それがあるなしというのを、ま

ず開示してほしいというのは当然として、追加で、森先生の資料だと16ページ辺りに中身

が書いてありましたけれども、それに追加して、何でそんなことをしているのかという目

的を書いてほしいと思います。広告効果を図るのか、それによって直接広告収入を得られ

るのかということを、なぜやっているのかを書いてほしいというのと、あと先ほど、事務

局の資料でも御紹介がありましたように、その結果、ユーザーの身に何が起こるかという

ことを追加していただきたいと思いました。 

 以上です。ありがとうございます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは、佐藤先生、お願いいたします。 

【佐藤構成員】  佐藤でございます。手短に申し上げます。森先生のプレゼンのところ

でございますけれども、森先生に御指摘いただいた電気通信事業法を、電気通信事業者の

規制から電気通信サービスの利用者の保護への転換というのは、私も強く賛同したいとこ

ろでございます。 

 また、森先生のプレゼンの後半ですけれども、なかなか重い課題をいただいたところだ
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と思います。ただ、技術屋の視点でございますけれども、アメリカという国は、かなり表

現の自由という権利を使って、思想・信条の自由というところを担保しているところがあ

りますが、日本って、通信の秘密を使って、その一部というものを担保しているところが

あるので、なかなか事務局にとっては、重い課題かと思いますけれども、行動ターゲティ

ングと政治広告の関係というのは、恐らく今後、避けて通れない課題だと考えております。 

 それから、全体のまとめに関して、少し書かれていないことを中心に御意見させていた

だきますと、ネット広告が代表ですけれども、非常に技術が高度化をしているところでご

ざいます。そう考えると、事業者さん、または業界団体のほうには、ガイドラインをつく

ることも重要ですけれども、今、使われている技術というものがどういうものなのかとい

うことを、消費者に御説明いただく仕組みというのが必要になると思います。また、とは

いえなかなか高度な技術ですので、消費者の方にとっては荷が重いところです。そこは、

沢田構成員の御意見にもありましたけれども、事業者がやっていることを第三者的に評価

をする、どちらかというと消費者の立場ですけれども、評価する組織というものを、これ

から育成していく必要があるのではないかと思っております。 

 以上でございます。 

【宍戸主査】  佐藤先生、ありがとうございます。それでは次に、寺田さん、お願いし

ます。 

【寺田構成員】  寺田でございます。よろしくお願いします。私も森先生の御意見につ

いて、方向性に関しては基本的に賛成です。ただまだ、ちょっと法的規制については、検

討しなければならないところがたくさんあるので、その前にできることがあるのではない

かなということで、ちょっとお話しできればと思います。 

 電気通信サービスにおける利用者情報の適正な取扱いということに関していえば、プラ

ットフォーム事業者、電気通信事業者、その他のサービス事業者によって異なるというこ

とは多分ないと思います。 

 １点、少し気になっていることは、この検討会も、頭に「プラットフォーム」とついて

しまっていますが、プラットフォーム事業者に対してのみ、必要以上の規制を課してしま

うと、現在、AppleとかGoogleさんが行っているように、ルールメーカーにしてしまって、

結果的に市場競争環境であったりとか、それからウォールドガーデンで、消費者への不利

益を助長したりとか、こういった部分というのもすごく危惧されるので、もう少しここは

慎重に考える必要があるのかなと思っています。 
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 重要なのは、こういった部分に関しては、イコールフッティングである必要があるだろ

うと思っています。位置情報なんかが特に典型のもので、キャリアばかりが厳しくなって

いくという形になるのはおかしくて、やはり同じようなサービスを行う、電気通信サービ

スを行う者に関しては、イコールフッティングで考えていくというのを、常に念頭に置い

ておく必要があるんじゃないかなと思っています。 

 規制の前に考えていくということで、今回の課題とかそういうところに、アウトカムベ

ースでというところが出てくるのですが、私がずっとアウトカムベースを主張していると

いうのがあるんですけれども、本来は、その前にゴールベースということで目標を考えな

ければいけないのですが、ここは誰にとっても、ステークホルダーにとってモアベターだ

という話になってくると、公正な市場競争とかっていう、それの淘汰を妨げるようなこと

も起こってしまいますので、ちょっと時間をかけて考える必要がありますが、アウトカム

ベースに関しては範囲を絞れば、ある程度、考えられるんじゃないかなと思っています。

例えば、今回の研究会でも、同意と通知に関して調査されたりしていますが、これをいわ

ゆるベストプラクティスとしてまとめて、PIAで参照できるようなものにしていくという

ような考え方ですね。特に弱者に対する不利益とか差別となるようなこと、こういったこ

とが起きないようにということで、ベストプラクティスを、まず考えていく。それを守れ

なければ、当然、規制であったりとかというのを考えていくという方向になっていくかと

思いますが、そういったことが考えられるんじゃないかなと思っています。 

 以上になります。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。次に、高橋構成員、お願いします。 

【高橋構成員】  高橋克巳です。論点整理に関して、プラットフォーム事業間で、利用

者への実際の影響のでこぼこがないかどうかの整理を要望します。詳しく説明します。利

用者の保護が大事だという話がありましたが、基本的に利用者がプラットフォーム事業者

からの情報取得の影響を簡単に把握できて、結果として、どのプラットフォームを使って

も不利益を被らないことが大事だと考えています。影響というのは、具体的には集められ

る情報、その利用目的、利用されるリスクなどに代表されると思っています。 

 ここまで、いろいろヒアリングをさせていただいて、各事業者の取組の個別の論点や問

題点が、随分、理解が進みました。ただし、事業者間で影響のでこぼこがないかの確認が

十分ではないので、時間が限られていますが、その整備を要望します。特に位置情報に関

していえば、位置の精度とか、移動履歴の期間などで整理することがいいと思っています。
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これは、１回目の私のプレゼンの５ページ目にまとめてあります。 

 付け加えると、これらは取得手段が異なっても同じことが起きている現状がありますの

で、ここはマクロにまとめる必要があると思っています。これらによって、プラットフォ

ーム事業者からの影響が類型化されていて、利用者の理解が容易になることを想定してい

ます。あと付け加えますと、こういった類型化って、理由は簡単なんですけれども、この

分野って変化が激しい、イノベーションの起きている分野ですので、柔軟かつ高頻度で把

握し続ける必要もあるということも指摘します。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。それでは続いて、森先生、お願いします。 

【森構成員】  ありがとうございます。すみません。１点目は、先ほどの板倉先生の御

質問にありました、ファーストパーティー側のログの話ですけれども、対象外というふう

にお話ししましたが、撤回させていただいて、保護の対象に含まれるというふうにしたい

と思います。典型的にはというか、分かりやすいところでは、ファーストパーティークッ

キーをサードパーティーに提供すると、JavaScriptによって、そういうものが一番分かり

やすいと思いますけれども、それ以外にも、やはりファーストパーティーで記録された閲

覧者のデータというものは、それはやはりそのこと自体を保護する必要があって、それを、

よっこらしょっと第三者提供するような場合であっても、やはり通信関連プライバシーに

なるのだろうと考えましたので、そこをちょっと撤回させていただきます。大変失礼しま

した。 

 いろいろコメントをいただきまして、ありがとうございます。 

 沢田さんの、なんちゃって同意のお話は、それは確かにそういう問題点もあるかなと思

いますけれども、実際にも、CMPのようなサービスで指摘されているところかなと思いま

す。これはやはりやりようの問題なので、ちゃんとしっかり同意のやり方を工夫して、正

しく情報提供して、正しく同意を取るということは可能なのかもしれないなと、ちょっと

思いました。 

 寺田さんの、しばらくベストプラクティスでというところは、それは規制の強度の話な

ので、私としては法規制でと思っていますけれども、イコールフッティングのところは、

全く御指摘のとおりでして、位置情報についてですね。今日は、利用者端末情報でお話し

しましたけれども、やはり位置情報も、通信関連プライバシーに含み得るものだと思って

いますし、その場合の保護は、これは電気通信事業者に限らないということについてのお
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話だろうと思います。 

 以上です。 

【宍戸主査】  森先生、ありがとうございます。続いて、古谷構成員、お願いします。

今度は御意見ですね。 

【古谷構成員】  すみません。古谷です。総務省さんの33ページのスライドを基に、大

きく３つの意見を申し上げたいと思います。 

 第１点目なんですけれども、利用者が理解できるようにということは、いろんなところ

で議論をされるところなんですけれども、利用者が理解できるという前提に、実は利用者

というのは多様であるということで、背景だとか知識だとか、経験も違うということで、

やはりそれを踏まえる必要があるのではないかなと思います。そうしたときに、方法も、

これが利用者にとって、利用者が理解できる方法の１つというふうにするのではなくて、

やはり多様な方法を用意する必要があるのではないかなと思っています。 

 参考として、金融商品の販売に関して、法律の中で、やはりそういった消費者の多様性

を考慮した規制があるんですけれども、そういったところも検討すべきではないかと思っ

ております。 

 第２点目なんですけれども、なかなか利用者側がデータの複雑な利用のされ方であると

か、同意が分かりにくいとか、色々な問題があることを考えると、注意喚起といったとこ

ろも非常に必要だと思いますので、必要に応じて、注意喚起ができるような重要な点、不

利益がかかってしまう可能性があることに、消費者が気づかないといったようなところは、

注意喚起する仕組みというのは、必要だと思います。 

 ３点目なのですが、実は先ほど、森先生の質問の中で報告義務というふうにお話しした

のですが、正確に言うと情報開示というふうに訂正させていただきます。それに関係する

んですけれども、やはり事業者の取組が、実際にどのような考え方でデータが取得されて、

利用されたかと、あるいは問題が発生したのか、しなかったのかというようなこと、更に

はどのように改善したかといったようなレビューがやはり必要だと思います。これは、理

想的には外部レビューだと思うのですが、実はこの分野のデータに関してはあまり見られ

ないかと思うのですが、サステナビリティーに関する分野は、そういったレビューとか、

情報開示が急速に進展しており、同様に、そういった情報開示の視点でレビューをしてい

くという観点が重要ではなかろうかと思っております。 

 以上です。 
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【宍戸主査】  ありがとうございました。それでは、続いて、山本先生、お願いいたし

ます。 

【山本主査代理】  慶應大学の山本です。まず、森先生の御報告の中の後半に出てきた、

行動ターゲティングを使った政治広告ということなんですけれども、方向性としては、私

も森先生に拙稿を引用していただいたところではありますけれども、賛同したいと思って

います。 

 ただ今後、議論を深めていく上では、やはりここで禁止される政治広告というのは一体

何なのかということについて、やはりしっかり定義をしておく必要があるのだろうと思い

ます。特に公職選挙法上禁止される選挙運動のための有料広告の禁止との関係とか、いろ

いろ整理していく必要は、今後出てくるのかなと、これは私自身の課題でもありますけれ

ども、思います。 

 さらに有料広告ではないもの、有料広告でない記事とか、あるいはいわゆるインフルエ

ンサーの投稿といったようなことによっても、当然、投票行動というのは影響を受けると

いうことになるので、やはり例えば、前堤となる政治的信条に関するスイッチ、プロファ

イリング、プロファイリングの言葉については、板倉先生から、先ほど指摘もチャットで

ありますけれども、ちょっとここは緩やかに使いますが、プロファイリング、政治的信条

に対するプロファイリングについては、透明性といったようなことも、今後は重要になる

かなと思っております。 

 今日は前半、LINE様に対して私のほうで質問させていただきましたけれども、利用者と

しては、どういう情報を取るかということよりも、「よりも」と言うとちょっとあれです

けれども、やはり取られた情報からどういったことを分析されて、どういったことに使わ

れているのかということを知りたいという側面もあろうかと思いますので、今回、LINE様

のほうからは、政治的信条とか宗教的な側面ということは、プロファイリングしていない

というお話だったと思うんですけれども、これについて、より実態を説明をしていくとい

ったようなことも、今後は求められるのかな。あるいは、PIAで不利益を与えるかどうか

ということについて、評価をしているというお話でしたけれども、やはり今後、PIAの公

表といったようなことも、積極的に考えていくべきではないかと思っております。 

 すみません、以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは次に、生貝先生、お願いいたします。 

【生貝構成員】  ありがとうございます。私のほうは、ほぼ今の山本先生のお話とも重
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なるところが多いかと思うんですけれども、森先生からお話しいただいた内容は、私も非

常に方向性として大きく共感するところが多くございます。しっかりと、まさに法的な基

盤というものをしっかりした上で、自主的な形をどのように作り込んでいくのかといった

ような方向性で、ぜひ考えていただきたいと。 

 そしてそのときに、まさに古谷様からの報告というところに恐らく近いと思う、関わる

かもしれないんですけれども、やはり、デジタルサービス法でいうところの、行動ターゲ

ティング広告に関する、どういうターゲットにどういう広告を出した。そしてそれが、ど

のくらい見られたといったふうな情報の広告インベントリーの作成と、そしてそれに対す

るリアルタイムのAPIでのアクセス確保といったような、超巨大プラットフォームに対し

て課されているような義務というのは、この文脈でこそ、まさしく山本先生がおっしゃっ

た意味と近い形で考えていく必要があるのだろう。まさしく、それぞれがどのように自分

の情報、そしてそれが実際のサービスの上でどのように反映してきているのか、そういう

ことをしっかりと利用者に伝えていくということが、大変重要である。やはり広告、まさ

に政治広告全体というものを、定義を含めて規制するのは難しいといったときに、やはり

それが後から検証できる、そしてまさに議論の俎上にしっかり上ることができるという状

態を確保する意味でも、そういったようなまさしく検証するための前提としての情報の保

存と、どこまで開示するかどうかはともかくとして、仕組みというのは考えていく必要が

あろうと感じております。 

 そして、それと関係してなんですけれども、ちょっとここはすごく細かいところで、先

ほどからまさにイコールフッティングの重要性というところをおっしゃっていただいて、

僕もそれは前提としては賛成なんですけれど、ただやはり、今申し上げたようなところを

含めて、まさに冒頭に御挨拶いただいた、デジタル市場の競争のような側面以外にも、大

きいプラットフォームのようなところだからこそやっていただく、守っていただくべき部

分というものは、恐らくあるのだろうと考えております。今申し上げたところが一つの典

型ですが、ほかにもポータビリティーの在り方でありますとか、技術的、体力的に可能で

あることは何なのかというところを含めて、そういうことは最後のまとめというところで

も、少し意識をしていただいてもいいんじゃないかと感じているところです。 

 すみません、以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。チャット欄で、板倉先生にもプロファイリング

についてコメントいただいていますので、御発言いただけますか。 
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【板倉構成員】  チャットに書いたとおりですが、声しか聞こえない傍聴者もおられる

ようなので。GDPRの整理のほうですが、プロファイリングを含む自動化された決定という

のが、通常、GDPRの規律対象になっていて、プロファイリング推知とイコールで考えるの

は良くないと思っているので、その点を指摘させていただきました。 

 権利利益侵害がある場合といったようなところが資料でも明示されていましたが、これ

も迷惑メールとかそういう話というよりは、やはり差別されるといったようなところで、

GDPRのガイドラインも書かれています。一番多いのは保険とか、あと就職差別とか学校と

かいう類型で、日本だと、消費者裁判特例法でやったような男女差別のがありましたよね。

医大の入試とか。ああいうのをGDPRだと、自動化された決定のところで読んでいたりしま

すので、そこは迷惑メールが来るから何か不快だとかいう話ではないというのは、入れて

おいたほうがいいかなと思って書きました。 

 それからその後、もう一言書いたのは、プロファイリングをしても、それが統計目的で

あれば、GDPR上は統計目的のほうの規律で、割と安全管理措置だけに寄ったようなものに

規律が緩まりますので、日本でも、個人情報保護法の解釈では、統計目的の場合は利用目

的に書かなくていいという、割とざっくりしたのがあって、これは割と実務的には重要だ

ったりするのですが、その辺の整理も含めて、統計目的というのは、手法がプロファイリ

ングとか自動決定であっても、それは規律が違うのだという考え方は、一つ参考になろう

かなという情報提供をさせていただきます。 

【宍戸主査】  ありがとうございます。それでは、この御意見のラウンドで、まだ御意

見を伺っていなかった太田構成員、お願いできますか。 

【太田構成員】  ありがとうございます。チャット欄に書かせていただいたんですけれ

ども、私からの意見として、LINEさんの回答にもあったように情報を収集する、森先生の

説明でいうところのサードパーティーに当たる情報取得者というのは、Googleさんとか

Facebookさんもそうですけれども、きちんとファーストパーティーに対して、利用者に対

して説明を行うように、規約とかガイドライン、ファーストパーティーに対する規約やガ

イドラインに示していることが多いのですが、実際には、スマートフォンプライバシーア

ウトルックの調査でも明らかなように、どこに送信しているかとか、情報収集モジュール

に関する記載というのは、掲載率が低い状況であるということが明らかになっております。

ファーストパーティーからしてみると、実際に特にサードパーティーが情報を収集してい

るということを書くということは、特に規制もないということで、あまり書くことに対し
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てポジティブな気持ちを持っていないので、対応がおろそかになっているという状況だと

思いますので、森先生の提案のように、ファーストパーティーにおいて、利用者に表示義

務を課すことに賛成をします。 

 以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。 

 本日、主な論点を総務省側から御提示いただいて、これについて、またこれまでのヒア

リングを踏まえて様々な御指摘をいただきました。これらを踏まえて、さらに論点の整理、

あるいは議論の取りまとめに向けて、作業を続けていきたいと考えております。ありがと

うございました。 

 最後に事務局から連絡事項があれば、お願いをいたします。 

【丸山消費者行政第二課課長補佐】  事務局です。次回会合につきましては、別途、事

務局から御案内いたします。 

 事務局からは、以上です。 

【宍戸主査】  ありがとうございました。 

 これにて、本日の議事は全て終了となります。 

 以上で、プラットフォームサービスに関する研究会、プラットフォームサービスに係る

利用者情報の取扱いに関するワーキンググループ第４回会合を終了とさせていただきます。 

 なお、構成員の皆様におかれましては、追加の御意見、あるいは御質問などがございま

したら、事務局までお寄せいただければと考えております。 

 お忙しい中、御出席いただきましてありがとうございました。これにて、閉会といたし

ます。 

 

 


